
ファイル名:0000000_2_hyo4_0712800502412.doc 更新日時:2008/08/25 11:12:00 印刷日時:12/12/21 10:17 

  

東

日

本

高

速

道

路

株

式

会

社

第 
 

期 

半

期

報

告

書 
 
 

 

自 

平
成 

年
４
月
１
日 

至 

平
成 

年
９
月 

日 

８

24

24

30

ファイル名:0000000_1_0712800502412.doc 更新日時:2012/09/10 16:28:00 印刷日時:12/12/21 10:17 

 

 

半 期 報 告 書 
 

(第８期中)  
自 平成24年４月１日

至 平成24年９月30日

 

東日本高速道路株式会社 

 

 (E04370) 



ファイル名:0000000_3_0712800502412.doc 更新日時:2012/09/10 16:29:00 印刷日時:12/12/21 10:17 

 

 

第８期中（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日) 
 

半 期 報 告 書 
 

１ 本書は半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電

子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して出

力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した半期報告書に添付された中間監査

報告書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

東日本高速道路株式会社 
 



ファイル名:0000000_4_0712800502412.doc 更新日時:2012/12/21 10:17:00 印刷日時:12/12/21 10:18 

目      次 

 

頁

第８期中 半期報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………４ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………４ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………５ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………６ 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………６ 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………９ 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………９ 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………９ 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………９ 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………９ 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………10 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………14 

１ 【借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備】……………………………………………14 

２ 【道路資産】………………………………………………………………………………………15 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………17 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………17 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………18 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………19 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………20 

１ 【中間連結財務諸表等】…………………………………………………………………………21 

２ 【中間財務諸表等】………………………………………………………………………………50 

第６ 【提出会社の参考情報】……………………………………………………………………………64 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………65 

第１ 【保証会社情報】……………………………………………………………………………………65 

第２ 【保証会社以外の会社の情報】……………………………………………………………………65 

１ 【当該会社の情報の開示を必要とする理由】…………………………………………………65 

２ 【継続開示会社たる当該会社に関する事項】…………………………………………………66 

３ 【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】………………………………………67 

第３ 【指数等の情報】……………………………………………………………………………………69 

 

中間監査報告書 ………………………………………………………………………………………………巻末 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年12月21日 

【中間会計期間】 第８期中(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 

【会社名】 東日本高速道路株式会社 

【英訳名】 East Nippon Expressway Company Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  廣 瀨  博 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号 

【電話番号】 03-3506-0111(代表) 

【事務連絡者氏名】 財務部長  野 村 昌 英 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号 

【電話番号】 03-3506-0111(代表) 

【事務連絡者氏名】 財務部長  野 村 昌 英 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注) １. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自 平成22年
  ４月１日
至 平成22年
  ９月30日

自 平成23年
  ４月１日
至 平成23年
  ９月30日

自 平成24年
  ４月１日
至 平成24年
  ９月30日

自 平成22年 
  ４月１日 
至 平成23年 
  ３月31日

自 平成23年
  ４月１日
至 平成24年
  ３月31日

営業収益 (百万円) 376,047 336,640 396,414 800,392 839,816 

経常利益 (百万円) 21,025 2,239 54,629 11,898 7,179 

中間(当期)純利益 (百万円) 13,083 989 32,116 7,797 4,515 

中間包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 13,025 985 32,085 7,773 4,541 

純資産額 (百万円) 164,685 160,418 196,059 159,433 163,974 

総資産額 (百万円) 831,870 811,377 801,774 800,534 727,777 

１株当たり純資産額 (円) 1,568.42 1,527.79 1,867.23 1,518.40 1,561.66 

１株当たり中間(当期)純利
益金額 

(円) 124.60 9.42 305.87 74.26 43.00 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 19.7 19.7 24.4 19.9 22.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △56,754 △45,770 33,049 △3,038 70,299 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,677 △14,486 △11,243 △18,556 △19,968 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 45,479 44,170 33,718 △19,315 △66,178 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 72,349 34,305 90,085 50,409 34,560 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕 

(人)
12,619 

〔2,043〕
13,059 

〔1,846〕
13,487 

〔2,048〕
12,648 

〔2,162〕
13,476 

〔1,989〕
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株あたり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３. 臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自 平成22年
  ４月１日
至 平成22年
  ９月30日

自 平成23年
  ４月１日
至 平成23年
  ９月30日

自 平成24年
  ４月１日
至 平成24年
  ９月30日

自 平成22年 
  ４月１日 
至 平成23年 
  ３月31日

自 平成23年
  ４月１日
至 平成24年
  ３月31日

営業収益 (百万円) 360,180 319,219 376,358 771,298 804,680 

経常利益 (百万円) 18,785 3,566 54,356 6,404 4,983 

中間(当期)純利益 (百万円) 10,125 3,214 32,825 2,497 3,071 

資本金 (百万円) 52,500 52,500 52,500 52,500 52,500 

発行済株式総数 (千株) 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 

純資産額 (百万円) 144,400 139,988 172,670 136,773 139,845 

総資産額 (百万円) 809,987 785,736 773,210 778,692 700,794 

１株当たり純資産額 (円) 1,375.24 1,333.22 1,644.48 1,302.60 1,331.85 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 96.43 30.61 312.62 23.78 29.25 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 17.8 17.8 22.3 17.5 19.9 

従業員数 (人) 2,227 2,207 2,207 2,213 2,192 
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当中間連結会計期間において、当社及び関係会社が営む事業の内容に重要な変更はありません。 

 なお、当中間連結会計期間において、下記のとおり主要な関係会社の異動が生じております。 

  
 (高速道路事業) 

平成24年４月１日に、㈱ネクスコ・サポート新潟(連結子会社)、㈱ネクスコ東日本パトロール(連結子

会社)、㈱E-NEXCOパトロール(連結子会社)及び㈱ネクスコ・トール北関東(連結子会社)は、それぞれの

料金収受業務又は交通管理業務を再編成(注)し、あわせて、㈱ネクスコ東日本パトロールの商号を㈱ネ

クスコ・パトロール東北に、㈱E-NEXCOパトロールの商号を㈱ネクスコ・パトロール関東にそれぞれ変更

しております。 

  
この結果、平成24年９月30日現在では、当社の関係会社は、子会社21社及び関連会社７社となりま

す。 

  
  (注）再編成の結果、㈱ネクスコ・トール北関東の新潟地区における料金収受業務を㈱ネクスコ・サポート新潟に

承継するとともに、㈱ネクスコ東日本パトロールの関東地区における交通管理業務を㈱E-NEXCOパトロール

に承継しております。 

  

主要な関係会社の状況につきましては、「２ 事業の内容」をご参照ください。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】
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(1) 連結会社の状況 
  (平成24年９月30日現在) 

 
(注) １. 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。)であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２. 高速道路事業及び受託事業、道路休憩所事業及びその他については、両事業を一体的に取り扱っていること

から、一括して記載しております。 

  
(2) 提出会社の状況 

 (平成24年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。)であり、臨時従

業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  
(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(人)

高速道路事業

   [676] 
11,879

受託事業

道路休憩所事業
1,259 
[1,372] 

その他

全社(共通) 349

計
 [2,048] 
13,487

従業員数(人)

2,207
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、当初は震災復興関連需要を背景に個人消費や企業収益の

改善傾向がみられる等緩やかな回復基調を示してきましたが、海外経済の減速等の影響から踊り場の局

面に入りました。また先行きは国内政治の動向や欧州債務問題の長期化、中国経済の鈍化及び米国の財

政の崖等が懸念され、不透明な状況となっています。このような事業環境のなか、当社は、グループ一

体経営を推進しつつ、経営方針である「お客さま第一」、「公正で透明な企業活動」、「終わりなき効

率化の追求」、「チャレンジ精神の重視」及び「ＣＳＲ経営の推進」を常に念頭に置きながら、お客さ

まに安全・安心・快適・便利な高速道路空間を提供すべく、コンプライアンス体制やリスクマネジメン

ト体制に基づき、適正かつ効率的に業務を遂行してきました。 

 また、昨年９月に着手した、東日本大震災によって損傷した箇所の本復旧工事は順調に進み、本年中

には完了する見込みとなっております。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益が396,414百万円(前年同期比17.7%増)、営業利益

が53,430百万円(同3925.8%増、なお前年同期は営業利益1,327百万円)、経常利益が54,629百万円(同

2339.7%増、なお前年同期は経常利益2,239百万円)となり、これに特別損益及び法人税等を加減した結

果、中間純利益は32,116百万円(同3146.7%増、なお前年同期は中間純利益989百万円)となりました。 

 なお、セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  
(高速道路事業) 

高速道路事業においては、安全で快適な走行環境を確保する道路機能の向上、交通安全対策等に必要

な修繕、道路を良好な状態に保つための清掃や点検、構造物や施設の補修等の管理を適正かつ効率的に

行うとともに、高速道路の新設及び改築に取り組んでまいりました。また、東日本大震災の復旧につき

ましては、平成23年９月より、道路本体を震災前の状態に戻すべく、被災箇所の抜本的な本復旧工事を

実施し、本年中には完了する見込みとなっております。 

 また、東日本大震災の教訓から、更なる防災対応力の強化として、陸上自衛隊との連携基本協定の締

結や、守谷サービスエリアの防災拠点化検討等に取り組んでおります。 

 高速道路の管理については、国土交通大臣による「料金を徴収しない車両を定める告示」に基づき、

東日本大震災に伴う原子力発電所の事故により避難されている方を対象とした高速道路無料措置(注１)

を昨年度から継続しているほか、東日本大震災により甚大な被害を受けた東北地方の観光復興を目的と

して企画割引「東北復興観光支援パス」等を販売し高速道路の利用促進を図りました。 

 さらにはお客様の安全対策として、急増する死亡事故の減少を図るべく、道路交通情報板や交通管理

隊による安全啓発、ポスター・チラシの掲示・配布及び交通安全キャンペーンの実施等、交通安全啓発

活動に全社的に取り組んでおります。 

 また、現場を重視したグループ会社との協働体制の構築に継続的に取り組み、グループ一体での目標

管理や業務評価の導入等、さらなるグループ内の連携強化を図り、お客様サービスの向上に努めており

ます。 

  こうした中、当中間連結会計期間の料金収入は、東日本大震災に伴う東北地方の高速道路無料措置

(注２)が変更されたこと等により334,307百万円(前年同期比21.7%増)となりました。また、道路整備特

別措置法(昭和31年法律第７号)(以下「特措法」といいます。)第51条第２項及び第４項の規定に基づ

１ 【業績等の概要】
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き、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構(以下「機構」といいます。)に帰属した道路資産の

額が28,130百万円(同4.0%増)となったこと等により営業収益は365,144百万円(同18.3%増)となりまし

た。営業費用は機構に帰属した道路資産の額の増加に伴い売上原価が増加するとともに、平成18年３月

31日に当社が機構と締結した「高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館名寄線等に関する協定」(その

後の変更を含み、以下「協定」といいます。)に基づき機構に支払う道路資産賃借料が204,291百万円

(同0.005%減)となったこと等により315,026百万円(同1.2%増)となりました。以上の結果、営業利益

50,117百万円(前年同期は営業損失2,504百万円)となりました。 

  
 (注)１．現在、原子力発電所の事故により国として避難を指示または勧奨している区域等から避難されている方を

対象とした生活再建に向けた一時帰宅等の移動の支援を目的として実施している無料措置をいいます。こ

の無料措置は特定のインターチェンジを入口または出口とする走行に対して適用され、平成25年３月31日

までの予定で実施されております。 

  

２．平成23年６月20日から同年11月30日まで実施された、東日本大震災による被災証明書等の被発行者及び原

子力発電所の事故により避難される方が乗車する車両を対象とする高速道路の無料措置(被災者支援)及び

平成23年６月20日から同年８月31日までの間実施された、被災地への人員・物資輸送を支援するため中型

車・大型車及び特大車を対象とする高速道路の無料措置(復旧・復興支援)をいいます。また、いずれにつ

いても、国土交通大臣の告示に基づく無料措置であり、定められた特定区間内のインターチェンジを入口

又は出口とする走行に対して適用されたものです。なお、同年12月１日からは、定められた特定区間内の

走行分を無料とする等、11月30日以前の実施内容を見直した無料措置が平成24年３月31日まで実施されま

した。 

  
(受託事業) 

受託事業においては、国及び地方公共団体の委託に基づく工事が増加したこと等により営業収益は

7,816百万円(前年同期比11.8%増)となり、営業費用は7,864百万円(同11.3%増)となりました。以上の結

果、営業損失47百万円(前年同期は営業損失74百万円)となりました。 

  
(道路休憩所事業) 

 道路休憩所事業においては、「HEARTLINK NIPPON～つなごう、こころ。ひろげよう、出会い～」のス

ローガンの下、東日本大震災で被害を受けた地域の復興支援として、被災地域の特産品のPRや、被災地

域の食材を活かした企画を行いました。また、サービスエリア・パーキングエリア(以下「SA・PA」と

いいます。)をより魅力ある空間として楽しんでいただけるものとするため、市原SA(上り線)及び菅生

PA(下り線)のリニューアルを実施し、地域の特色を活かしてお客様の旅を演出する「ドラマチックエリ

ア市原(上り線)」「ドラマチックエリア菅生(下り線)」をそれぞれオープンさせるなど、着実に事業を

進めてまいりました。 

 こうした中、㈱ネクスコ東日本リテイル(連結子会社)の運営店舗箇所数が増加したこと及び自動販売

機の一部をネクセリア東日本㈱(連結子会社)による運営に変更したこと等により、営業収益は24,693百

万円(前年同期比11.0%増)、営業費用は21,249百万円(同16.0%増)となり、営業利益は3,443百万円(同

12.1%減)となりました。 

  
(その他) 

 コンサルティング事業において国及び地方自治体からの受注が減少したこと及びカード事業における

売上手数料が減少したこと等により、営業収益は535百万円(前年同期比8.7%減)となりました。営業費

用は、駐車場事業における換気設備工事に伴う費用が増加したこと等により633百万円(同0.2%増)とな

りました。以上の結果、営業損失97百万円(前年同期は営業損失44百万円)となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益54,623百万円に加え、売上債権の減少額18,173百万円、減価償却費11,430百

万円等の資金増加要因があった一方、たな卸資産の増加額38,473百万円、仕入債務の減少額14,523百万

円等の資金減少要因があったことから、営業活動によるキャッシュ・フローは33,049百万円の資金収入

(前年同期は45,770百万円の資金支出)となりました。 

なお、上記たな卸資産の増加額のうち37,685百万円は、特措法第51条第２項及び第４項の規定に基づ

き工事完了時等に機構に帰属することとなる資産の増加によるものであります。かかる資産は、中間連

結貸借対照表上は「仕掛道路資産」勘定(流動資産)に計上され、その建設には財務活動の結果得られた

資金を充てております。 

  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

主に、料金収受機械、ETC装置等の設備投資11,337百万円等の支出があった一方、固定資産の売却に

よる収入539百万円等の収入があったことから、投資活動によるキャッシュ・フローは11,243百万円の

資金支出(前年同期比3,243百万円減)となりました。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  道路建設関係社債の発行による収入39,913百万円及び長期借入れによる収入15,000百万円があった一

方、道路建設関係社債の償還等による支出32,520百万円(独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機

構法(平成16年法律第100号)(以下「機構法」といいます。)第15条第１項による債務引受額30,000百万

円を含みます。)等があったことから、財務活動によるキャッシュ・フローは33,718百万円の資金収入

(前年同期比10,451百万円減)となりました。 

  
以上の結果、現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高は、90,085百万円(前年同期比55,780百

万円増)となりました。 
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当社グループの各事業は、受注生産形態をとらない事業が多く、セグメントごとに生産規模及び受注規

模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため、生産、受注及び販売の状況については、前記「１ 業績等の概要」においてセグメント別の

業績に関連付けて記載しております。 

  

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

当中間連結会計期間において、新たに発生した「事業等のリスク」はありません。 

 また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

  

(機構と締結する協定について） 

当社及び機構は、高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第６条第１項及び機構法第13条第１項の

規定に基づき、平成18年３月31日付けで締結した協定について、関越自動車道新潟線(大泉ジャンクシ

ョン～中央ジャンクション(仮称))の事業追加及び一般国道45号(三陸縦貫自動車道(仙塩道路))の４車

線化等に伴い、平成24年４月17日付けでその一部を変更しており、平成24年度以降の計画収入、貸付料

並びに新設・改築費、修繕費及び災害復旧費に係る債務引受限度額がそれぞれ変更されています。 

  

当社グループにおける研究開発活動は、高速道路事業に係る技術開発を中心に行っております。かかる

技術開発の重要テーマは、「安全・安心・快適性を向上させサービスレベルの向上を実現するための技術

開発」、「事業の効率化(コスト削減、ライフサイクルコストの最小化)に寄与するための技術開発」及び

「周辺環境並びに地球環境保全のための技術開発」であり、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、

379百万円であります。 

また、当社、中日本高速道路㈱及び西日本高速道路㈱の３社は、①３社共通の技術課題への対応、②集

約による技術力の確保と向上、③人的資産を含む技術資産の活用を図るため、㈱高速道路総合技術研究所

(持分法適用関連会社)に３社の調査・研究及び技術開発に関する業務を委託しております。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

３ 【対処すべき課題】

４ 【事業等のリスク】

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針、所感等の将来に関する事項は、半期報告書提出日

現在において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性が内在しており、あるいはリスクを

含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意ください。 

  
(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える要因について 

① 高速道路事業の特性について 

高速道路事業においては、協定及び特措法の規定による事業許可に基づき、機構から道路資産を

借受けたうえ、道路利用者より料金を収受、かかる料金収入を機構への道路資産賃借料及び当社が

負担する管理費用の支払いに充てております。 

 かかる協定及び事業許可においては、高速道路の公共性に鑑み当社の収受する料金には当社の利

潤を含めないことが前提とされております。なお、各会計年度においては、料金収入や管理費用等

の実績と当初計画との乖離等により利益又は損失が生じる場合があり、かかる利益は、高速道路事

業における将来の経済情勢の変動や自然災害等のリスクを想定し、内部留保することとしておりま

す。 

 また、高速道路事業においては、冬季における交通確保のための雪氷対策や維持修繕関係の工事

が下半期に完成することが多いこと等から、上半期よりも下半期に費用がより多く計上される傾向

にあります。他方、夏季の好天や長期休暇が多いこと等に伴い、料金収入は上半期のほうがより多

い傾向にあります。 

  
② 機構による債務引受け等について 

当社は、特措法に基づき行う高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧を事業の一つとしてお

り、また、当社が行うべき新設、改築、修繕又は災害復旧の対象となる高速道路は、協定の定めに

よるところでありますが、機構は、機構法第15条第１項に従い、当社が新設、改築、修繕又は災害

復旧を行った高速道路に係る道路資産が特措法第51条第２項ないし第４項の規定により機構に帰属

する時において、機構法第14条第１項の認可を受けた業務実施計画に定められた機構が当社から引

き受ける新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に係る債務の限度額の範囲内で、当該高速道

路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために当社が負担した債務を引き受ける

こととされております。 

 当社と機構は、四半期分の債務引受けにつき借入金債務及び債券債務を原則として弁済期日が到

来する順に当該四半期の翌四半期の最初の月の中旬までに一括して選定すること、債務引受けは重

畳的債務引受の方法によること等、債務引受けの実際の運用について確認しております。 

 なお、高速道路に係る道路資産が機構に帰属し、当該資産に対応する債務が機構に引き受けられ

た際には、かかる資産及び債務は当社の中間連結財務諸表ないし中間財務諸表に計上されないこと

となりますが、当該債務について、当社は引き続き機構と連帯してその弁済の責めを負うこととさ

れており、かかる債務の履行に関する主たる取り扱いは機構が行うこととなります。 

また、日本道路公団の民営化に伴い当社、機構、中日本高速道路㈱及び西日本高速道路㈱が承継

した日本道路公団の債務の一部について、当社と、機構、中日本高速道路㈱及び西日本高速道路㈱

との間に、連帯債務関係が生じております(日本道路公団等民営化関係法施行法(平成16年法律第

102号)(以下「民営化関係法施行法」といいます。)第16条)。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に

基づき作成されております。かかる中間連結財務諸表の作成に際しては、中間連結会計期間末におけ

る資産、負債及び中間連結会計期間における収益、費用の金額並びに開示に影響を与える事項につい

ての見積りを行う必要があります。当該見積りについては、過去の実績や現在の状況に応じ、考えら

れる様々な要因に基づき合理的に判断を行い、継続して評価を行っておりますが、見積り特有の不確

実性が存在するため、実際の結果はこれら見積りと異なる場合があります。 

  当社グループの中間連結財務諸表において採用する重要な会計方針は、後記「第５ 経理の状況

１ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」に記載しておりますが、特に以下の会計方針が、当社グループの中間連結財務諸表においては

重要であると考えております。 

  

① 仕掛道路資産 

高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧の結果生じた資産は、当社グループの中間連結財務諸

表において「仕掛道路資産」勘定(流動資産)に計上されますが、かかる資産の取得原価は、建設価

額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務費、人件費のうち道路建設に要し

た費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した費用の額を加えた額とな

ります。なお、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに

発生したものは上記建設価額に算入しております。 

 なお、上記「(1)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える要因

について ②機構による債務引受け等について」に記載のとおり、かかる資産は、特措法第51条第

２項ないし第４項の規定に基づき道路資産として機構に帰属すると同時に、協定に基づき当社が機

構から借り受けることとなりますが、かかる借受けについてはオペレーティング・リースとして処

理し、借受けに係る資産及び負債は当社グループの中間連結財務諸表には計上されないこととなり

ます。 

  

② 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

高速道路事業に係る道路資産完成高及び道路資産完成原価の計上は、高速道路事業等会計規則

(平成17年国土交通省令第65号)に基づき、仕掛道路資産を機構に引き渡した日に行っております。

 また、受託事業等に係る工事のうち、進捗部分について成果の確実性が見込まれる工事契約につ

いては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を適用し、その他の工事契約については

工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、請負金額が50億円以上の長期工事(工

期２年超)については工事進行基準を適用しております。 

  

③ ETCマイレージサービス引当金 

当社グループは、ETCマイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間連結会計期

間末におけるポイント発行残高に対する将来の使用見込額を計上しております。 

  

④ 退職給付債務及び費用 

従業員の退職給付債務及び費用は、数理計算上で設定される諸前提条件に基づいて算出しており

ます。これらの前提条件には、割引率、退職率、死亡率及び期待運用収益率等が含まれます。実際

の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、退職給付債務及び費用に影響す

る可能性があります。 
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(3) 経営成績の分析 

① 営業収益 

当中間連結会計期間における営業収益は、合計で396,414百万円(前年同期比17.7%増)となりまし

た。高速道路事業については、東日本大震災に伴う東北地方の高速道路無料措置が変更されたこと

等により料金収入が334,307百万円(同21.7%増)、特措法第51条第２項及び第４項の規定に基づき、

機構に帰属した道路資産の額が28,130百万円(同4.0%増)となったこと等により営業収益は365,144

百万円(同18.3%増)となりました。受託事業については、国及び地方公共団体の委託に基づく工事

が増加したこと等により7,816百万円(同11.8%増)、道路休憩所事業については、㈱ネクスコ東日本

リテイル(連結子会社)の運営店舗数増加及び自動販売機の一部をネクセリア東日本㈱(連結子会社)

による運営に変更したこと等により24,693百万円(同11.0%増)、その他については、コンサルティ

ング事業における国及び地方自治体からの受注が減少したこと及びカード事業における売上手数料

が減少したこと等により535百万円(同8.7%減)となりました。 

  
② 営業利益 

当中間連結会計期間における営業費用は、合計で342,983百万円(前年同期比2.2%増)となりまし

た。高速道路事業については、機構に帰属した道路資産の額の増加に伴い売上原価が増加したこと

に加え、協定に基づき機構に支払う道路資産賃借料が204,291百万円(同0.005%減)となったこと等

により315,026百万円(同1.2%増)となり、受託事業については、国及び地方公共団体の委託に基づ

く工事が増加したこと等により7,864百万円(同11.3%増)、道路休憩所事業については、㈱ネクスコ

東日本リテイル(連結子会社)の運営店舗数増加及び自動販売機の一部をネクセリア東日本㈱(連結

子会社)による運営に変更したこと等により21,249百万円(同16.0%増)、その他については、駐車場

事業における換気設備工事に伴う費用が増加したこと等により633百万円(同0.2%増)となりまし

た。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における営業利益は合計で53,430百万円(同3925.8%増、なお前

年同期は営業利益1,327百万円)となりました。その内訳は、高速道路事業が営業利益50,117百万円

(前年同期は営業損失2,504百万円)、受託事業が営業損失47百万円(前年同期は営業損失74百万

円)、道路休憩所事業が営業利益3,443百万円(前年同期比12.1%減)、その他が営業損失97百万円(前

年同期は営業損失44百万円)であります。 

  
③ 営業外損益 

当中間連結会計期間の営業外収益は、持分法による投資利益546百万円、土地物件貸付料181百万

円等の計上により1,357百万円(前年同期比10.6%増)、営業外費用は支払利息96百万円等により158

百万円(同49.7%減)となりました。 

  
④ 経常利益 

以上の結果、当中間連結会計期間の経常利益は54,629百万円(前年同期比2339.7%増、なお前年同

期は経常利益2,239百万円)となりました。 
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⑤ 特別損益 

特別利益は固定資産売却益61百万円等の計上により69百万円(前年同期比396.2%増、なお前年同

期は特別利益14百万円)となりました。 

 特別損失は固定資産除却損60百万円等の計上により75百万円(前年同期比7.6%増)となりました。

  
⑥ 中間純利益 

法人税等を控除した中間純利益は32,116百万円(前年同期比3146.7%増、なお前年同期は中間純利

益989百万円)となりました。 

  
(4) 資本の源泉及び資金の流動性についての分析 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況については、前記「１ 業績等の概要(2)

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり、必要とする資金の調達は、料金の収受等の営業

活動のほか、道路建設関係社債の発行及び金融機関等からの借入れを通じて実施いたしました。 

 当社グループの今後の資金需要として主なものは、協定に基づき機構に支払う道路資産賃借料に加

え、特措法第51条第２項ないし第４項の規定に基づき工事完了時等に機構に帰属することとなる資産

の建設資金及び事業用設備に係る設備投資資金であり、かかる資産及び設備の概要については後記

「第３ 設備の状況」に記載しております。 
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第３ 【設備の状況】 

当社の行う高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧の結果生じた道路資産は、当社の中間連結財務

諸表及び中間財務諸表において「仕掛道路資産」勘定(流動資産)に計上されますが、特措法第51条第２

項ないし第４項の規定に基づき、当該高速道路の工事完了時等においては機構に帰属することとなり、

かかる機構への帰属以降は当社の資産としては計上されないこととなります。また、機構に帰属した道

路資産は、民営化関係法施行法第14条第３項の認可を受けた実施計画の定めるところに従い機構が日本

道路公団から承継した道路資産と併せ、協定に基づき当社が機構から借り受けます(以下、本「第３

設備の状況」において、かかる機構から当社が借り受ける道路資産を「借受道路資産」といいま

す。)。借受道路資産は、オペレーティング・リースとして処理し、当社の資産としては計上されてお

りません。 

下記「１ 借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備」においては、借受道路資産以外の設備の状

況について記載しており、借受道路資産の状況については、後記「２ 道路資産」において記載してお

ります。なお、仕掛道路資産は当社の設備ではありませんが、その状況について、「２ 道路資産」に

おいて併せて記載しております。 

  

(1) 主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設について重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

なお、当社グループにおける借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備に係る重要な設備の除却等

の計画については、当中間連結会計期間末現在、下記のとおりとなっております。 

 
 (注)１．土地の帳簿価額が前期末より減少しておりますが、これは平成23年11月15日付けで売買契約を締結した土地

について当中間連結会計期間中に引き渡しが行われたことによるものであります。なお、上表記載の土地に

ついては平成24年10月24日付けで売買契約を締結し、平成24年10月31日に引き渡しが完了しております。 

   ２．建物構築物等の帳簿価格が前期末より増加しておりますが、これは既存の通信設備等に対し、機能移転の実

施に伴い必要となる準備工事を施したためであり、機能移転後においては既存の通信設備等とともに除却さ

れる予定のものであります。 

  

１ 【借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備】

会社名 
事業所名 

所在地 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価格 
(百万円)

除却等の 
予定年月 

除却等による減少能力 

当社 
旧新潟支社 

新潟市 
西区 

全社 
(共通) 

土地 61
平成24年 
10月 

－ 

当社 
旧新潟支社 

新潟市 
西区 

全社 
(共通) 

建物 
構築物等 

221
平成26年 
10月 

－ 
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(1) 主要な道路資産の状況 

当社グループは、当中間連結会計期間において、常磐自動車道等、総額66,076百万円の道路資産の新

設、改築及び修繕等を行いました。 

 当中間連結会計期間において機構に帰属し借受道路資産となった仕掛道路資産は、総額28,130百万円

であり、その内訳は下記のとおりであります。 

 
(注) １．仕掛道路資産が機構に帰属し借受道路資産となった時期を記載しております。 

２．道路資産価額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 道路資産の建設、除却等の計画 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した当社グループの道路資産に係る重要な建

設について、次のとおり変更しております。 

  
 

２ 【道路資産】

路線・区間等 帰属時期(注１)
道路資産価額 
(百万円) 
(注２)

高速自動車国道常磐自動車道 
福島県双葉郡富岡町大字上手岡～
福島県相馬市粟津(新設) 

平成24年４月 20,024 

高速自動車国道北陸自動車道 

東日本高速道路株式会社が管理す
る高速道路に係る高速道路利便増
進事業に関する計画(スマートIC)
（改築) 

平成24年７月 802 

高速自動車国道東関東自動車道水戸線 三郷JCT二次改築(改築) 平成24年９月 2,099 

高速自動車国道東北横断自動車道釜石秋田線 東和IC(改築) 平成24年９月 265 

高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館名寄線
等 

修繕 
平成24年６月及
び平成24年９月

4,932 

高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館名寄線
等 

災害復旧 平成24年９月 6 

合計 － 28,130 

路線

建設予定金額 着手及び完了予定

総額 
(百万円) 
(注２)

既支払額 
(百万円) 
(注３)

着手(注４) 完了(注５) 

高速自動車国道北海道縦貫自動車道函館
名寄線 

66,416
13,802

[43,013]
平成５年12月 平成33年３月 

高速自動車国道北海道横断自動車道黒松
内釧路線及び黒松内端野線 

348,604
15,665

[207,401]
昭和63年12月 平成33年３月 

高速自動車国道東北縦貫自動車道弘前線
及び八戸線 

54,979
18,212

[14,902]
平成６年９月 平成31年３月 

高速自動車国道東北横断自動車道釜石秋
田線、酒田線及びいわき新潟線 

26,810
3,933

[23,690]
平成５年12月 平成27年３月 

高速自動車国道日本海沿岸東北自動車道 17,781
967

[15,916]
平成５年12月 平成33年３月 

高速自動車国道東北中央自動車相馬尾花
沢線 

126,192
9,212
[－]

平成５年12月 平成31年３月 

高速自動車国道関越自動車道新潟線及び
上越線 

184,502
6,045

[36,846]
昭和62年１月 平成31年３月 

高速自動車国道常磐自動車道 210,994
77,936

[35,756]
平成５年12月 平成31年３月 
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(注) １．協定に基づく高速道路の新設又は改築により建設する仕掛道路資産について記載しております。 

２．総額は、協定に定める債務引受限度額から消費税を除いた金額を記載しております。なお、当該金額には、

仕掛道路資産に係る建設中利息及び一般管理費相当額が含まれております。 

３．当中間連結会計期末時点において既に機構に帰属した道路資産の額を[ ]で外書きしております。 

４．当社設立が平成17年10月１日であるため、設立以前に道路公団が着手した時期を記載しているものがありま

す。 

５．道路資産の機構への帰属に際しては所定の手続を経る必要があり、当該手続を終了した道路資産は順次機構

に帰属することとなるため、完了時期は機構帰属時期と必ずしも一致しません。 

６．所要資金は、社債及び借入金により調達する予定です。 

  

上記のほか、高速道路の修繕に係る工事については、当連結会計年度以降の５連結会計年度において

232,169百万円、災害発生時における災害復旧に要する費用については、機構からの無利子貸付けを受

けて災害復旧を行う場合を除き、当連結会計年度以降最大で41,485百万円と見込んでおります。 

路線

建設予定金額 着手及び完了予定

総額 
(百万円) 
(注２)

既支払額 
(百万円) 
(注３)

着手(注４) 完了(注５) 

高速自動車国道東関東自動車道千葉富津
線及び水戸線 

930,087
150,452
[46,255]

平成５年12月 平成33年３月 

高速自動車国道北関東自動車道 240,382
11,335

[214,408]
平成10年１月 平成29年３月 

高速自動車国道北陸自動車道 14,750
5,375
[802]

平成14年４月 平成29年３月 

一般国道14号及び16号(京葉道路) 24,962
2,129

[6,188]
平成７年３月 平成28年３月 

一般国道47号(仙台北部道路) 7,336
581

[2,870]
平成21年９月 平成31年３月 

一般国道126号(千葉東金道路) 20,073
19

[262]
平成12年７月 平成33年３月 

一般国道127号(富津館山道路) 1,232
9

[167]
平成14年９月 平成30年３月 

一般国道468号(東京湾横断・木更津東金
道路) 

46,492
13,243
[8,264]

平成16年１月 平成25年３月 

一般国道466号(第三京浜道路) 11,713
2,476
[－]

昭和62年12月 平成29年３月 

一般国道16号及び468号(横浜横須賀道路) 302,265
9,786

[21,325]
平成３年12月 平成33年３月 

一般国道468号(首都圏中央連絡自動車道) 204,413
7,347

[32,124]
昭和61年12月 平成27年３月 

一般国道６号(仙台東部道路) 1,210
281
[－]

平成23年10月 平成25年３月 

一般国道45号(三陸縦貫自動車道(仙塩道
路)) 

3,000
－

[－]
平成29年４月 平成31年３月 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
  

(6) 【大株主の状況】 
  (平成24年９月30日現在) 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 420,000,000 

計 420,000,000 

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成24年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成24年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 105,000,000 105,000,000 非上場

株主としての権利内容に何ら
制限のない株式 
単元株式数は、100株であり
ます。 

計 105,000,000 105,000,000 － －

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高 
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年４月１日～ 
平成24年９月30日 

－ 105,000,000 － 52,500 － 52,500 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関二丁目１番３号 104,952,251 99.95 

財務大臣 東京都千代田区霞が関三丁目１番１号 47,749 0.04 

計 － 105,000,000 100.00 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
  (平成24年９月30日現在) 

 
  

② 【自己株式等】 
  (平成24年９月30日現在) 

 
  

当社の株式は非上場であり、該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

104,999,900 
1,049,999 

株主としての権利内容に何ら制限の
ない株式 

単元未満株式 普通株式   100 － １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 105,000,000 － － 

総株主の議決権 － 1,049,999 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

－ 
 
－ 

－ － － － 

計 － － － － － 

２ 【株価の推移】
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  
(1) 新任役員 

 
 (注)１.取締役会長岩沙弘道は、非常勤の取締役であります。 

２.平成24年９月13日から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

  

(2) 退任役員 

 

(3) 役職の異動 

３ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数 
(株)

就任 
年月日

取締役会長 
(注)１ 

－ 岩沙 弘道 
昭和17年
５月27日

生 

昭和42年４月 三井不動産株式会社入社 

(注)２ － 
平成24年
９月13日 

平成７年６月 同社取締役 

平成８年４月 同社常務取締役 

平成９年６月 同社代表取締役専務取締役 

平成10年６月 同社代表取締役社長 

平成13年４月 同社代表取締役社長執行役員 

平成23年６月 同社代表取締役会長執行役員 

平成24年９月 当社取締役会長(非常勤)(現
在) 

取締役兼常務
執行役員

－ 榊 正剛 
昭和26年
11月６日

生 

昭和49年４月 建設省入省 

(注)２ － 
平成24年
９月13日 

平成19年７月 国土交通省総合政策局長 

平成20年３月 同省総合政策局長兼大臣官房
建設流通政策審議官 

平成20年７月 同省国土交通審議官 

平成22年11月 当社顧問 

平成23年４月 当社常務執行役員 

平成24年９月 当社取締役兼常務執行役員(現
在) 

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役兼常務執行役員 － 土屋 彰男 平成24年９月13日 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役兼専務執行役員 取締役兼常務執行役員 斉藤 伸一 平成24年９月13日 
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号)第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「高速道路事業等会計規則」(平成17年国土

交通省令第65号)により作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成24年４月１日から

平成24年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。 

  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【中間連結財務諸表等】 
(1)【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,587 13,113

高速道路事業営業未収入金 77,401 55,862

未収入金 6,261 8,208

有価証券 21,101 77,099

仕掛道路資産 332,518 370,204

その他のたな卸資産 3,970 4,803

その他 17,979 20,819

貸倒引当金 △16 △17

流動資産合計 471,804 550,093

固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） 50,747 47,289

土地 86,301 85,849

その他（純額） 80,315 79,177

有形固定資産合計 ※1  217,364 ※1  212,316

無形固定資産 10,313 9,845

投資その他の資産   

投資その他の資産 28,171 29,283

貸倒引当金 △307 △187

投資その他の資産合計 27,864 29,095

固定資産合計 255,542 251,257

繰延資産 430 423

資産合計 ※2  727,777 ※2  801,774
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 58,591 46,683

短期借入金 11,571 23,299

1年内返済予定の長期借入金 5,040 5,811

未払金 28,575 21,365

未払法人税等 2,650 23,246

引当金 4,079 4,870

その他 19,093 21,697

流動負債合計 129,602 146,974

固定負債   

道路建設関係社債 ※2  319,430 ※2  329,482

道路建設関係長期借入金 15,000 30,000

長期借入金 7,344 4,052

退職給付引当金 70,819 72,181

その他の引当金 7,132 8,340

負ののれん 4,979 4,820

その他 9,494 9,863

固定負債合計 434,200 458,740

負債合計 563,802 605,715

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,500 52,500

資本剰余金 58,793 58,793

利益剰余金 52,705 84,822

株主資本合計 163,998 196,115

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △24 △56

その他の包括利益累計額合計 △24 △56

純資産合計 163,974 196,059

負債純資産合計 727,777 801,774
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】 
【中間連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業収益 336,640 396,414

営業費用   

道路資産賃借料 204,302 204,291

高速道路等事業管理費及び売上原価 101,171 105,646

販売費及び一般管理費 ※1  29,839 ※1  33,045

営業費用合計 335,313 342,983

営業利益 1,327 53,430

営業外収益   

受取利息 17 25

土地物件貸付料 168 181

持分法による投資利益 513 546

負ののれん償却額 159 159

その他 368 443

営業外収益合計 1,226 1,357

営業外費用   

支払利息 155 96

貸倒引当金繰入額 － 22

損害賠償金 123 24

その他 35 15

営業外費用合計 314 158

経常利益 2,239 54,629

特別利益 ※2  14 ※2  69

特別損失 ※3  69 ※3  75

税金等調整前中間純利益 2,183 54,623

法人税、住民税及び事業税 1,903 23,021

法人税等調整額 △709 △514

法人税等合計 1,194 22,506

少数株主損益調整前中間純利益 989 32,116

中間純利益 989 32,116
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【中間連結包括利益計算書】 
(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前中間純利益 989 32,116

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 △23

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 △8

その他の包括利益合計 △3 △31

中間包括利益 985 32,085

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 985 32,085

少数株主に係る中間包括利益 － －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 52,500 52,500

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 52,500 52,500

資本剰余金   

当期首残高 58,793 58,793

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 58,793 58,793

利益剰余金   

当期首残高 48,189 52,705

当中間期変動額   

中間純利益 989 32,116

当中間期変動額合計 989 32,116

当中間期末残高 49,179 84,822

株主資本合計   

当期首残高 159,483 163,998

当中間期変動額   

中間純利益 989 32,116

当中間期変動額合計 989 32,116

当中間期末残高 160,472 196,115

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △50 △24

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△3 △31

当中間期変動額合計 △3 △31

当中間期末残高 △54 △56

純資産合計   

当期首残高 159,433 163,974

当中間期変動額   

中間純利益 989 32,116

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△3 △31

当中間期変動額合計 985 32,085

当中間期末残高 160,418 196,059
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,183 54,623

減価償却費 10,830 11,430

持分法による投資損益（△は益） △513 △546

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,520 1,361

賞与引当金の増減額（△は減少） 855 805

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28 △117

受取利息及び受取配当金 △26 △33

支払利息 2,703 2,464

固定資産売却損益（△は益） △12 △53

固定資産除却損 340 177

売上債権の増減額（△は増加） 26,380 18,173

たな卸資産の増減額（△は増加） ※2  △51,497 ※2  △38,473

仕入債務の増減額（△は減少） △31,420 △14,523

その他 △1,912 1,650

小計 △40,598 36,939

利息及び配当金の受取額 33 43

利息の支払額 △2,667 △2,480

法人税等の還付額 48 1,230

法人税等の支払額 △2,585 △2,682

営業活動によるキャッシュ・フロー △45,770 33,049

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6 －

定期預金の払戻による収入 205 －

固定資産の取得による支出 △14,210 △11,337

固定資産の売却による収入 15 539

投資有価証券の取得による支出 △0 △103

投資有価証券の売却による収入 73 14

関係会社株式の取得による支出 △286 △198

その他 △277 △157

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,486 △11,243

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,013 11,728

長期借入れによる収入 30,000 15,000

長期借入金の返済による支出 △3,465 △2,520

道路建設関係社債発行による収入 39,922 39,913

道路建設関係社債償還による支出 ※2  △25,000 ※2  △30,000

その他 △300 △401

財務活動によるキャッシュ・フロー 44,170 33,718

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,104 55,524

現金及び現金同等物の期首残高 50,409 34,560

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  34,305 ※1  90,085
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

１  連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数           21社 

連結子会社の名称 

ネクセリア東日本㈱ 

㈱ネクスコ東日本リテイル 

㈱ネクスコ東日本エリアサポート 

㈱ネクスコ東日本ロジテム 

㈱盛岡セントラルホテル 

㈱ネクスコ・エンジニアリング北海道 

㈱ネクスコ・エンジニアリング東北 

㈱ネクスコ東日本エンジニアリング 

㈱ネクスコ・エンジニアリング新潟 

㈱ネクスコ・トール東北 

㈱ネクスコ・トール関東 

㈱ネクスコ・トール北関東 

㈱ネクスコ・メンテナンス北海道 

㈱ネクスコ・メンテナンス東北 

㈱ネクスコ・メンテナンス関東 

㈱ネクスコ・メンテナンス新潟 

㈱ネクスコ・パトロール東北 

（平成24年４月１日付 ㈱ネクスコ東日本パトロールより商号変更） 

㈱ネクスコ・パトロール関東 

（平成24年４月１日付 ㈱E-NEXCOパトロールより商号変更） 

㈱ネクスコ・サポート北海道 

㈱ネクスコ・サポート新潟 

㈱ネクスコ東日本トラスティ 

  
２  持分法の適用に関する事項 

すべての関連会社に持分法を適用しております。 

持分法適用の関連会社数    ７社 

会社等の名称 

東京湾横断道路㈱ 

東北高速道路ターミナル㈱ 

㈱NEXCOシステムズ 

㈱高速道路総合技術研究所 

㈱NEXCO保険サービス 

ハイウェイ・トール・システム㈱ 

日本高速道路インターナショナル㈱ 
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３  連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、９月30日であり、中間連結決算日と一致しております。 

  

４  会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

②たな卸資産 

仕掛道路資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており

ます。 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した

価額に労務費・人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用

等資産の取得に要した費用の額を加えた額としております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生し

たものは建設価額に算入しております。 

商品・原材料・貯蔵品等 

最終仕入原価法等による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。 

  
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社は定額法を採用し、連結子会社は主として定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は除く)は定額法)を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          ７年～50年 

構築物        10年～60年 

機械及び装置  ５年～17年 

なお、当社が日本道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用

年数によっております。 
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(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

  これによる経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  
(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間連結会計期間負担額を計上しております。

③ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 

ハイウェイカードの不正使用に伴う将来の損失に備えるため、今後、判明すると見込まれる被害額

を推計して計上しております。 

④回数券払戻引当金 

利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払戻実績率により払戻見込額を計上しております。

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法

により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

⑥役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上してお

ります。 
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⑦ETCマイレージサービス引当金 

ETCマイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイン

ト発行残高に対する将来の使用見込額を計上しております。 

⑧カードポイントサービス引当金 

カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与したポイントの使用により

発生する費用負担に備えるため、当中間連結会計期間末における将来の使用見込額を計上しておりま

す。 

  
(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

高速道路事業に係る道路資産完成高及び道路資産完成原価の計上は、高速道路事業等会計規則（平

成17年国土交通省令第65号）に基づき、仕掛道路資産を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機

構に引き渡した日に行っております。 

また、受託事業等に係る工事のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については工

事完成基準を適用しております。 

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、請負金額が50億円以上の長期工事（工期

２年超）については工事進行基準を適用しております。 

  
(5) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  
(6) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

②繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費 

社債の償還期限までの期間で均等償却しております。 

開業費 

５年間で均等償却しております。 
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【注記事項】 

(中間連結貸借対照表関係) 

※１  資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額 

 

  
※２  担保資産及び担保付債務 

前連結会計年度（平成24年3月31日） 

高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第８条の規定により、当社の総財産を、道路建設関係社債

320,000百万円(額面)及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第

15条の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した社債215,000百万円の担

保に供しております。 

  
当中間連結会計期間（平成24年9月30日） 

高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第８条の規定により、当社の総財産を、道路建設関係社債

330,000百万円(額面)及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第

15条の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した社債215,000百万円の担

保に供しております。 

  
３  偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法(平成16年法律第102号)第16条の規定により、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社が日本道路公

団から承継した借入金及び道路債券(国からの借入金、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機

構が承継した借入金及び国が保有している債券を除く。)に係る債務については、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社と連帯して債務

を負っております。 

 
  

 
(平成24年３月31日) 
前連結会計年度

(平成24年９月30日) 
当中間連結会計期間

有形固定資産の減価償却累計額 97,833百万円 107,063百万円 

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

4,285,597百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

4,091,682百万円 

中日本高速道路㈱ 8,552百万円  中日本高速道路㈱ 7,008百万円 

西日本高速道路㈱ 54百万円  西日本高速道路㈱ 51百万円 

計 4,294,204百万円  計 4,098,743百万円 
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(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法(平成16年法律第100号)第15条の規定により、高

速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した額については、以下のとおり連帯して債務を負っており

ます。 

①  日本道路公団から承継した借入金(国からの借入金を除く。)については、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社と連帯して債務を

負っております。 

 

  
②  民営化以降、当社が発行した社債及び調達した借入金については、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

 

  
なお、上記引き渡しにより、当中間連結会計期間で道路建設関係社債が30,000百万円減少しており

ます。 

  

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

15,019百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

13,143百万円 

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

400,000百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

380,000百万円 
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(中間連結損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  
※２  特別利益の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  
※３  特別損失の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

利用促進費 5,977百万円 8,066百万円 

引当金繰入額 8,599百万円 8,783百万円 

給与手当 5,580百万円 5,796百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

固定資産売却益 13百万円 61百万円 

投資有価証券売却益 0百万円 7百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

特別退職金 24百万円 0百万円 

固定資産除却損 18百万円 60百万円 

固定資産売却損 0百万円 8百万円 

投資有価証券売却損 11百万円 －百万円 

長期前払費用除却損 11百万円 －百万円 
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  
２  自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  
３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  
当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  
２  自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  
３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数(千株)
当中間連結会計期間 
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間 
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

普通株式 105,000 ─ ─ 105,000 

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数(千株)
当中間連結会計期間 
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間 
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

普通株式 105,000 ─ ─ 105,000 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

  
※２  前中間連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日） 

財務活動によるキャッシュ・フローのうち、道路建設関係社債償還による支出△25,000百万円は、独

立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定により独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構が行った債務引受の額△25,000百万円であります。 

  以上の債務引受の主な影響額として、営業活動によるキャッシュ・フローのうち、たな卸資産の増減

額△51,497百万円には、道路整備特別措置法(昭和31年法律第７号)第51条第２項から第４項までの規定

により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属したたな卸資産の額27,042百万円が含まれ

ております。 

  

当中間連結会計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日） 

財務活動によるキャッシュ・フローのうち、道路建設関係社債償還による支出△30,000百万円は、独

立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定により独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構が行った債務引受の額△30,000百万円であります。 

  以上の債務引受の主な影響額として、営業活動によるキャッシュ・フローのうち、たな卸資産の増減

額△38,473百万円には、道路整備特別措置法(昭和31年法律第７号)第51条第２項から第４項までの規定

により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属したたな卸資産の額28,130百万円が含まれ

ております。 

  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

現金及び預金勘定 11,220百万円 13,113百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △73百万円 △27百万円 

MMF、預入日から３か月以内に満期の
到来する譲渡性預金及びコマーシャ
ル・ペーパー(有価証券) 

23,157百万円 76,999百万円 

現金及び現金同等物 34,305百万円 90,085百万円 
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(リース取引関係) 

  

１  ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（新リース会

計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっているもの） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

 
※未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  

 
※未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  
(2)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 
※未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

 (単位：百万円) 

 

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 106 104 2 

車両運搬具 152 134 18 

ソフトウェア 17 13 3 

合計 276 252 23 

 (単位：百万円) 

 

当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 22 19 2 

車両運搬具 82 73 8 

合計 104 93 11 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

１年内 18 8 

１年超 5 2 

合計 23 11 
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(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価償却費相当額 

 
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

２  オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

(1)道路資産の未経過リース料 

 
(注)１．当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定について、おおむ

ね５年ごとに検討を加え、必要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされております。

ただし、道路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第17条に規定する基

準に適合しなくなった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがある場合には、上

記の年限に関わらず、相互にその変更を申し出ることができるとされております。 

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額を加えた金額

(加算基準額)を超えた場合、当該超過額(実績料金収入－加算基準額)が加算されることとなっております。ま

た、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた金額(減算基準額)に足

りない場合、当該不足額(減算基準額－実績料金収入)が減算されることとなっております。 

  

(2)道路資産以外の未経過リース料 

 
  

  (単位：百万円) 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

支払リース料 100 12 

減価償却費相当額 100 12 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

１年内 413,490 409,040 

１年超 20,313,741 18,571,874 

合計 20,727,232 18,980,915 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当中間連結会計期間 
(平成24年９月30日)

１年内 918 740 

１年超 883 591 

合計 1,802 1,332 
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(金融商品関係) 

金融商品の時価等に関する事項 

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次の表には含めておりません

（(注2)を参照ください。）。 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
(*1)  高速道路事業営業未収入金に対応する、一般貸倒引当金を控除しております。 

  

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 現金及び預金 12,587 12,587 ― 

(2) 高速道路事業営業未収入金 77,401   

      貸倒引当金(*1) △16   

 77,385 77,385 ― 

(3)有価証券及び投資有価証券   

   ①満期保有目的の債券 21,099 21,100 0 

   ②その他有価証券 561 561 ― 

資産計 111,634 111,635 0 

(1)高速道路事業営業未払金 58,591 58,591  ― 

(2)短期借入金 11,571 11,571 ― 

(3)未払金 28,575 28,575 ― 

(4)道路建設関係社債 319,430 335,752 16,321 

(5)道路建設関係長期借入金 15,000 15,000 ― 

(6)長期借入金 12,385 12,576 190 

負債計 445,554 462,066 16,512 
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当中間連結会計期間(平成24年９月30日) 

 
(*1)  高速道路事業営業未収入金に対応する、一般貸倒引当金を控除しております。 

  

 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 現金及び預金 13,113 13,113 ― 

(2) 高速道路事業営業未収入金 55,862   

      貸倒引当金(*1) △17   

 55,844 55,844 ― 

(3)有価証券及び投資有価証券   

   ①満期保有目的の債券 77,199 77,199 △0 

   ②その他有価証券 541 541 ― 

資産計 146,698 146,698 △0 

(1)高速道路事業営業未払金 46,683 46,683 ― 

(2)短期借入金 23,299 23,299 ― 

(3)未払金 21,365 21,365 ― 

(4)道路建設関係社債 329,482 346,471 16,988 

(5)道路建設関係長期借入金 30,000 30,000 ― 

(6)長期借入金 9,864 9,999 135 

負債計 460,695 477,819 17,124 
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

  

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

資  産 

(1)現金及び預金並びに(2)高速道路事業営業未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。なお、譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

負  債 

(1)高速道路事業営業未払金、(2)短期借入金並びに(3)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)道路建設関係社債 

社債の時価は市場価格によっております。 

(5)道路建設関係長期借入金並びに(6)長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額に近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは元利金の合計を同様の新規

借入を行った場合に想定される利率で割引き算定する方法によっております。 

  
当中間連結会計期間（平成24年９月30日） 

資  産 

(1)現金及び預金並びに(2)高速道路事業営業未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。なお、譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

負  債 

(1)高速道路事業営業未払金、(2)短期借入金並びに(3)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)道路建設関係社債 

社債の時価は市場価格によっております。 

(5)道路建設関係長期借入金並びに(6)長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額に近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは元利金の合計を同様の新規

借入を行った場合に想定される利率で割引き算定する方法によっております。 

  

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  

 
上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

  (単位：百万円) 

区分
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当中間連結会計期間 
（平成24年９月30日）

非上場株式 19,393 20,112
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(有価証券関係) 

１  満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 
  

当中間連結会計期間（平成24年９月30日） 

 
  

区分
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの 

   

国債・地方債等 99 100 0 

社債 ─ ─ ─ 

その他 ─ ─ ─ 

小計 99 100 0 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの 

   

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ─ ─ ─ 

その他 20,999 20,999 △0 

小計 20,999 20,999 △0 

合計 21,099 21,100 0 

区分
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が中間連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

   

国債・地方債等 99 100 0 

社債 ─ ─ ─ 

その他 ─ ─ ─ 

小計 99 100 0 

時価が中間連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

   

国債・地方債等 100 100 △0 

社債 ─ ─ ─ 

その他 76,999 76,998 △0 

小計 77,099 77,098 △0 

合計 77,199 77,199 △0 
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２  その他有価証券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 
  

区分
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

株式 36 32 4 

債券    

 国債・地方債等 ─ ─ ─ 

 社債 ─ ─ ─ 

 その他 ─ ─ ─ 

その他 107 101 6 

小計 144 133 10 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

株式 63 82 △19 

債券    

国債・地方債等 ─ ─ ─ 

社債 101 103 △2 

その他 149 149 ─ 

その他 103 106 △3 

小計 417 442 △25 

合計 561 576 △14 
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当中間連結会計期間（平成24年９月30日） 

 
  

区分
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

株式 30 24 5 

債券    

 国債・地方債等 ─ ─ ─ 

 社債 ─ ─ ─ 

 その他 ─ ─ ─ 

その他 101 90 10 

小計 131 115 16 

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

株式 66 97 △30 

債券    

国債・地方債等 ─ ─ ─ 

社債 100 103 △3 

その他 135 149 △14 

その他 107 109 △2 

小計 409 460 △51 

合計 541 576 △35 
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(賃貸等不動産関係) 

  

当社及び一部の連結子会社では、賃貸収入を得ることを目的として、東京都その他の地域において、賃

貸用商業施設(土地を含む)等を有しております。なお、これらの一部については、サービスの提供及び経

営管理として当社及び一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む

不動産としているものであります。 
  

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

  

賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年

度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 
(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

(注2) 当連結会計年度の主な減少は、賃貸用商業施設の直営化(2,646百万円)によるものであります。 

(注3) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額(指標等を用いて調整を

行ったものを含む)であります。 

  

当中間連結会計期間(平成24年９月30日) 

  

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末日に比して著し

い変動が認められないため、賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び当中間連結会計期間における主な変動並

びに中間連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は、省略しております。 

  

 

連結貸借対照表計上額(百万円) 当連結会計年度末 
の時価 
(百万円)期首残高

当連結会計 
年度増減額

当連結会計 
年度末残高

賃貸等不動産 1,978 △19 1,958 1,958 

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産 

81,476 △2,812 78,663 80,393 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは「高速道路」、「受託」及び「道路休憩所」を報告セグメントとしております。なお、報告セグメ

ントに含まれない事業は「その他」の区分に集約しております。 

各報告セグメント及び「その他」の区分の主な事業内容は以下のとおりであります。 

 
  
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は一般の取引条件と同様に決定しております。 

  
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

 
(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、駐車場事業及びトラックター

ミナル事業等を含んでおります。 

２. (1)セグメント利益の調整額29百万円は、セグメント間取引消去であります。 

(2)セグメント資産の調整額53,054百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産68,573百万円

及びセグメント間消去△15,518百万円が含まれております。 

(3)減価償却費の調整額1,098百万円は、全社資産の減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額454百万円は、全社資産の増加額であります。 

３. セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と、セグメント資産は中間連結貸借対照表の資産合計とそ

れぞれ調整を行っております。 

  

事業区分 主要内容

高速道路 高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託 
国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等、その他委
託に基づく事業等 

道路休憩所 高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等 

その他 駐車場事業、トラックターミナル事業等 

 報告セグメント
その他 

(百万円) 
(注)１ 

合計 

調整額 

(百万円) 
(注)２ 

中間連結財務
諸表計上額 
(百万円) 
(注)３ 

高速道路 

(百万円)

受託 

(百万円)

道路休憩所

(百万円)

計 

(百万円)

売上高     

(1) 外部顧客への売上高 306,843 6,990 22,219 336,053 586 336,640 ― 336,640

(2) セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

1,773 ― 18 1,791 0 1,791 △1,791 ―

計 308,617 6,990 22,238 337,845 587 338,432 △1,791 336,640

セグメント利益又は損失(△) △2,504 △74 3,921 1,342 △44 1,297 29 1,327

セグメント資産 632,387 11,027 111,587 755,003 3,319 758,323 53,054 811,377

その他の項目         

減価償却費 8,552 ― 1,118 9,671 60 9,731 1,098 10,830

持分法適用会社への投資額 17,766 ― ― 17,766 664 18,431 ― 18,431

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額 

5,710 ― 1,458 7,168 60 7,229 454 7,684
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当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

 
(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、駐車場事業及びトラックター

ミナル事業等を含んでおります。 

２. (1)セグメント利益の調整額14百万円は、セグメント間取引消去であります。 

(2)セグメント資産の調整額98,877百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産118,129百万円

及びセグメント間消去△19,252百万円が含まれております。 

(3)減価償却費の調整額1,132百万円は、全社資産の減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額546百万円は、全社資産の増加額であります。 

３. セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と、セグメント資産は中間連結貸借対照表の資産合計とそ

れぞれ調整を行っております。 

  

 報告セグメント
その他 

(百万円) 
(注)１ 

合計 

調整額 

(百万円) 
(注)２ 

中間連結財務
諸表計上額 
(百万円) 
(注)３ 

高速道路 

(百万円)

受託 

(百万円)

道路休憩所

(百万円)

計 

(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客への売上高 363,415 7,816 24,657 395,889 524 396,414 ― 396,414

(2) セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

1,728 ― 36 1,765 11 1,776 △1,776 ―

計 365,144 7,816 24,693 397,654 535 398,190 △1,776 396,414

セグメント利益又は損失(△) 50,117 △47 3,443 53,513 △97 53,415 14 53,430

セグメント資産 571,737 15,627 112,219 699,584 3,312 702,897 98,877 801,774

その他の項目     

減価償却費 9,095 ― 1,137 10,233 64 10,297 1,132 11,430

持分法適用会社への投資額 19,174 ― ― 19,174 650 19,825 ― 19,825

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額 

5,088 ― 950 6,038 43 6,081 546 6,628
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【関連情報】 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

該当事項はありません。 

  
当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名 

独立行政法人日本高速道路 
保有・債務返済機構 

27,042 高速道路

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名 

独立行政法人日本高速道路 
保有・債務返済機構 

28,130 高速道路
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

 
(注)当中間償却額及び当中間期末残高は全て負ののれん償却額と負ののれん中間期末残高となっております。 

  
当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

 
(注)当中間償却額及び当中間期末残高は全て負ののれん償却額と負ののれん中間期末残高となっております。 

  
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

該当事項はありません。 

   

 報告セグメント

その他 

(百万円) 

全社・消去 

(百万円) 

合計 

(百万円)  
高速道路 

(百万円)

受託 

(百万円)

道路休憩所 

(百万円)

計 

(百万円)

当中間期償却額 129 ― 29 159 ― ― 159

当中間期末残高 4,114 ― 1,024 5,138 ― ― 5,138

 報告セグメント

その他 

(百万円) 

全社・消去 

(百万円) 

合計 

(百万円)  
高速道路 

(百万円)

受託 

(百万円)

道路休憩所 

(百万円)

計 

(百万円)

当中間期償却額 129 ― 29 159 ― ― 159

当中間期末残高 3,854 ― 965 4,820 ― ― 4,820
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(１株当たり情報) 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  

 
  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
(平成24年３月31日) 
前連結会計年度

(平成24年９月30日) 
当中間連結会計期間

(1) １株当たり純資産額 1,561.66円 1,867.23円 

   (算定上の基礎)   

    純資産の部の合計額(百万円) 163,974 196,059 

    純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(百万円) 163,974 196,059 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数(千株) 

105,000 105,000 

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間連結会計期間

(2) １株当たり中間純利益金額 9.42円 305.87円 

   (算定上の基礎)   

    中間純利益金額(百万円) 989 32,116 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る中間純利益金額(百万円) 989 32,116 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 105,000 105,000 
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２【中間財務諸表等】 
(1)【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当中間会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,207 10,717

高速道路事業営業未収入金 77,403 55,866

未収入金 5,263 7,450

有価証券 20,999 76,999

仕掛道路資産 333,608 371,554

商品 10 9

原材料 820 613

貯蔵品 830 852

その他 16,442 18,631

貸倒引当金 △16 △17

流動資産合計 465,569 542,675

固定資産   

高速道路事業固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） 50,028 46,529

その他（純額） 42,626 42,300

有形固定資産合計 ※1  92,655 ※1  88,829

無形固定資産 4,373 4,302

高速道路事業固定資産合計 97,028 93,132

関連事業固定資産   

有形固定資産   

土地 72,975 72,976

その他（純額） 21,769 21,729

有形固定資産合計 ※1  94,744 ※1  94,705

無形固定資産 105 107

関連事業固定資産合計 94,850 94,813

各事業共用固定資産   

有形固定資産 ※1  19,457 ※1  18,681

無形固定資産 4,914 4,522

各事業共用固定資産合計 24,371 23,203

その他の固定資産   

有形固定資産 ※1  114 ※1  114

その他の固定資産合計 114 114

投資その他の資産   

投資その他の資産 18,729 19,023

貸倒引当金 △293 △173

投資その他の資産合計 18,436 18,849

固定資産合計 234,800 230,114

繰延資産 424 420

資産合計 ※2  700,794 ※2  773,210
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当中間会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 76,283 57,287

短期借入金 11,571 23,299

1年以内返済予定長期借入金 5,040 5,811

リース債務 198 150

未払金 15,261 ※4  13,740

未払法人税等 919 21,744

引当金 1,692 1,872

その他 33,859 36,257

流動負債合計 144,827 160,165

固定負債   

道路建設関係社債 ※2  319,430 ※2  329,482

道路建設関係長期借入金 15,000 30,000

その他の長期借入金 7,344 4,052

リース債務 141 182

退職給付引当金 63,023 63,883

ETCマイレージサービス引当金 6,616 7,822

その他の引当金 377 382

資産除去債務 120 121

その他 4,067 4,446

固定負債合計 416,121 440,373

負債合計 560,949 600,539

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,500 52,500

資本剰余金   

資本準備金 52,500 52,500

その他資本剰余金 6,293 6,293

資本剰余金合計 58,793 58,793

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 16,857 17,846

繰越利益剰余金 11,694 43,530

利益剰余金合計 28,551 61,377

株主資本合計 139,845 172,670

純資産合計 139,845 172,670

負債・純資産合計 700,794 773,210
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②【中間損益計算書】 
(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

高速道路事業営業損益   

営業収益 306,100 362,635

営業費用 308,450 312,595

高速道路事業営業利益又は高速道路事業営業損失
（△）

△2,349 50,040

関連事業営業損益   

営業収益   

受託業務収入 6,990 7,816

休憩所等事業収入 5,541 5,370

その他の事業収入 587 535

営業収益合計 13,119 13,723

営業費用   

受託業務事業費 7,064 7,864

休憩所等事業費 3,679 3,923

その他の事業費用 632 633

営業費用合計 11,375 12,421

関連事業営業利益 1,743 1,301

全事業営業利益又は全事業営業損失（△） △606 51,342

営業外収益 ※1  4,484 ※1  3,176

営業外費用 ※2  311 ※2  162

経常利益 3,566 54,356

特別利益 ※3  11 ※3  60

特別損失 ※4  13 ※4  42

税引前中間純利益 3,564 54,374

法人税、住民税及び事業税 350 21,550

法人税等調整額 － △1

法人税等合計 350 21,548

中間純利益 3,214 32,825
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③【中間株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 52,500 52,500

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 52,500 52,500

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 52,500 52,500

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 52,500 52,500

その他資本剰余金   

当期首残高 6,293 6,293

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 6,293 6,293

資本剰余金合計   

当期首残高 58,793 58,793

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 58,793 58,793

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 15,437 16,857

当中間期変動額   

別途積立金の積立 1,419 988

当中間期変動額合計 1,419 988

当中間期末残高 16,857 17,846

繰越利益剰余金   

当期首残高 10,042 11,694

当中間期変動額   

別途積立金の積立 △1,419 △988

中間純利益 3,214 32,825

当中間期変動額合計 1,794 31,836

当中間期末残高 11,837 43,530
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 25,479 28,551

当中間期変動額   

別途積立金の積立 － －

中間純利益 3,214 32,825

当中間期変動額合計 3,214 32,825

当中間期末残高 28,694 61,377

株主資本合計   

当期首残高 136,773 139,845

当中間期変動額   

中間純利益 3,214 32,825

当中間期変動額合計 3,214 32,825

当中間期末残高 139,988 172,670

純資産合計   

当期首残高 136,773 139,845

当中間期変動額   

中間純利益 3,214 32,825

当中間期変動額合計 3,214 32,825

当中間期末残高 139,988 172,670
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【重要な会計方針】 

１  資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

②満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によっております。 

③その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) たな卸資産 

①仕掛道路資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価

額に労務費・人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資

産の取得に要した費用の額を加えた額としております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生した

ものは建設価額に算入しております。 

②商品・原材料・貯蔵品 

最終仕入原価法等による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

っております。 

  
２  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物            ７～50年 

構築物          10～60年 

機械及び装置    ５～17年 

なお、日本道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用年数に

よっております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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３  引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

(3) ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 

ハイウェイカードの不正使用に伴う将来の損失に備えるため、今後、判明すると見込まれる被害額

を推計して計上しております。 

(4) 回数券払戻引当金 

利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払戻実績率により払戻見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

(7) ETCマイレージサービス引当金 

ETCマイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間会計期間末におけるポイント発

行残高に対する将来の使用見込額を計上しております。 

(8) カードポイントサービス引当金 

カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与したポイントの使用により

発生する費用負担に備えるため、当中間会計期間末における将来の使用見込額を計上しております。

  

４  収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

高速道路事業に係る道路資産完成高及び道路資産完成原価の計上は、高速道路事業等会計規則（平成

17年国土交通省令第65号）に基づき、仕掛道路資産を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に

引き渡した日に行っております。 

また、受託事業に係る工事のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については工事完成

基準を適用しております。 

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、請負金額が50億円以上の長期工事（工期２

年超）については工事進行基準を適用しております。 
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５  その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(2) 繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費 

社債の償還期限までの期間で均等償却しております。 
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【注記事項】 

(中間貸借対照表関係) 

※１  資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額 

 
  

※２  担保資産及び担保付債務 

前事業年度（平成24年３月31日） 

高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第８条の規定により、当社の総財産を、道路建設関係社債

320,000百万円(額面)及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第

15条の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した社債215,000百万円の担

保に供しております。 

  
当中間会計期間（平成24年９月30日） 

高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第８条の規定により、当社の総財産を、道路建設関係社債

330,000百万円(額面)及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第

15条の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した社債215,000百万円の担

保に供しております。 

  
３  偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法(平成16年法律第102号)第16条の規定により、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社が日本道路公

団から承継した借入金及び道路債券(国からの借入金、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機

構が承継した借入金及び国が保有している債券を除く。)に係る債務については、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社と連帯して債務

を負っております。 

 

  

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 92,407百万円 100,667百万円 

前事業年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

4,285,597百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

4,091,682百万円 

中日本高速道路㈱ 8,552百万円  中日本高速道路㈱ 7,008百万円 

西日本高速道路㈱ 54百万円  西日本高速道路㈱ 51百万円 

計 4,294,204百万円  計 4,098,743百万円 
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(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法(平成16年法律第100号)第15条の規定により、高

速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した額については、以下のとおり連帯して債務を負っており

ます。 

①  日本道路公団から承継した借入金(国からの借入金を除く。)については、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社と連帯して債務を

負っております。 

 

  
②  民営化以降、当社が発行した社債及び調達した借入金については、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

 
  

なお、上記引き渡しにより、当中間会計期間で道路建設関係社債が30,000百万円減少しておりま

す。 

  

※４  消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「未払金」に含めて表示しております。 

  

前事業年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

15,019百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

13,143百万円 

前事業年度 
(平成24年３月31日)

 
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

400,000百万円  
(独)日本高速道路 
保有・債務返済機構 

380,000百万円 
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(中間損益計算書関係) 

※１  営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  
※２  営業外費用の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  
※３  特別利益の主要項目は、次のとおりであります。 

 

  
※４  特別損失の主要項目は、次のとおりであります。 

 
  

５  減価償却実施額は、次のとおりであります。 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

受取利息 ２百万円 ３百万円 

受取配当金 4,116百万円 2,827百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

支払利息 168百万円 110百万円 

貸倒引当金繰入額 －百万円 22百万円 

損害賠償金 123百万円 24百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

固定資産売却益   

 機械及び装置 －百万円 １百万円 

 車両運搬具 11百万円 27百万円 

 土地 －百万円 32百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

固定資産除却損 13百万円 42百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

有形固定資産 8,686百万円 8,909百万円 

無形固定資産 1,316百万円 1,443百万円 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

① 道路資産の未経過リース料 

 
（注) １．当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定について、おお

むね５年ごとに検討を加え、必要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされておりま

す。ただし、道路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第17条に規定

する基準に適合しなくなった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがある場合

には、上記の年限に関わらず、相互にその変更を申し出ることができるとされております。 

      ２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額を加えた金

額（加算基準額）を超えた場合、当該超過額（実績料金収入－加算基準額）が加算されることとなっており

ます。また、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた金額（減算

基準額）に足りない場合、当該不足額（減算基準額－実績料金収入）が減算されることとなっております。

  

② 道路資産以外の未経過リース料 

 
  

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

１年内 413,490 409,040 

１年超 20,313,741 18,571,874 

合計 20,727,232 18,980,915 

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当中間会計期間 

(平成24年９月30日)

１年内 609 579 

１年超 851 566 

合計 1,460 1,146 
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、子会社株式及び関連会社株式の時価を記

載しておりません。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表計

上額（貸借対照表計上額）は以下のとおりです。 

 (単位：百万円) 

 
  

(１株当たり情報) 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

  

 
  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
(平成24年３月31日) 

前事業年度
(平成24年９月30日) 
当中間会計期間

子会社株式 3,806 3,806 

関連会社株式 11,172 11,370 

計 14,978 15,176 

項目
(平成24年３月31日) 

前事業年度
(平成24年９月30日) 
当中間会計期間

(1) １株当たり純資産額 1,331.85円 1,644.48円 

   (算定上の基礎)   

    純資産の部の合計額(百万円) 139,845 172,670 

    純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(百万円) 139,845 172,670 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数(千株) 

105,000 105,000 

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前中間会計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当中間会計期間

(2) １株当たり中間純利益金額 30.61円 312.62円 

   (算定上の基礎)   

    中間純利益金額(百万円) 3,214 32,825 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る中間純利益金額(百万円) 3,214 32,825 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 105,000 105,000 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書   (事業年度  自 平成23年４月１日       平成24年６月29日 

  及びその添付書類    (第７期)   至 平成24年３月31日)       関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書                            平成24年９月14日 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号         関東財務局長に提出 

  (代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書 

  
(3) 発行登録追補書類及びその添付書類                 平成24年５月11日 

                                                     平成24年８月22日 

                                                        平成24年11月28日 

                                   関東財務局長に提出 

  

(4) 訂正発行登録書                          平成24年５月２日 

                                                                     平成24年６月29日 

                                     平成24年８月６日 

                                     平成24年９月14日 

                                    関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

第１ 【保証会社情報】 

該当事項はありません。 

  

  

第２ 【保証会社以外の会社の情報】 

当社が発行した第７回ないし第19回社債(いずれも、一般担保付、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構重畳的債務引受条項付)(以下これらを総称して「当社債」といいます。)には保証は付されて

おりません。しかしながら、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構(以下「機構」といいます。)

は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法(平成16年法律第100号)(以下「機構法」といいま

す。)第15条第１項に従い、当社が新設、改築、修繕又は災害復旧した高速道路(注１)に係る道路資産(注

２)が道路整備特別措置法(昭和31年法律第７号)(以下「特措法」といいます。)第51条第２項ないし第４

項の規定により機構に帰属する時(注３)において、機構法第14条第１項の認可を受けた業務実施計画に定

められた機構が当社から引き受ける新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に係る債務の限度額の範

囲内で、当該高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために当社が負担した債務

を引き受けなければならないこととされております。当社債は、機構に帰属することとなる上記道路資産

に対応する債務として当社が当社債に係る債務を選定することを前提として、償還期日までに機構により

重畳的に債務引受けされることとなるため、機構に係る情報の開示を行うものであります。 

 なお、第７回ないし第15回社債は、機構により重畳的に債務引受けされております。 

 また、債務引受けの詳細については「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ７ 財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析 (１)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な

影響を与える要因について ②機構による債務引受け等について」を併せてご参照ください。 

  

(注) １．高速道路株式会社法(平成16年法律第99号)第２条第２項に規定する高速道路をいいます。 

２．道路(道路法(昭和27年法律第180号)第２条第１項に規定する道路をいいます。)を構成する敷地又は支壁そ

の他の物件(料金の徴収施設その他政令で定めるものを除くものとします。)をいいます。 

３．当社が高速道路の新設又は改築のために取得した道路資産は、原則として、あらかじめ公告する工事完了の

日の翌日以後においては、機構に帰属し、機構に帰属する日前においては当社に帰属します。ただし、当社

及び機構が国土交通大臣の認可を受けて機構に帰属する道路資産の内容及び機構に帰属する予定年月日を記

載した道路資産帰属計画を定めたときは、当該道路資産は当該道路資産帰属計画に従い機構に帰属すること

となります。また、当社の行う高速道路の修繕又は災害復旧によって増加した道路資産は、当該修繕又は災

害復旧に関する工事完了の日の翌日に機構に帰属します。 

  

１ 【当該会社の情報の開示を必要とする理由】
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＜対象となる社債＞                        (半期報告書提出日現在)

 
(注)１．平成23年６月30日付で、機構により重畳的に債務引受けされております。 

  ２．平成23年12月28日付で、機構により重畳的に債務引受けされております。 

  ３．平成24年３月30日付で、機構により重畳的に債務引受けされております。 

  ４．平成24年９月28日付で、機構により重畳的に債務引受けされております。 

  

該当事項はありません。 

銘 柄 発行年月日
償還金額の総額 

(百万円)
上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

東日本高速道路株式会社第７回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注１) 

平成22年５月19日 25,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第８回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注２) 

平成22年７月27日 25,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第９回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注２) 

平成22年11月26日 30,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第10回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注２) 

平成23年１月27日 15,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第11回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注２) 

平成23年３月９日 20,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第12回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注２) 

平成23年５月23日 20,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第13回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注３) 

平成23年７月28日 20,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第14回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注３) 

平成23年10月14日 30,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第15回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付)(注４) 

平成23年12月５日 30,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第16回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付) 

平成24年２月８日 30,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第17回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付) 

平成24年５月17日 20,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第18回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付) 

平成24年８月28日 20,000 非上場・非登録 

東日本高速道路株式会社第19回社債
(一般担保付、独立行政法人日本高速
道路保有・債務返済機構重畳的債務引
受条項付) 

平成24年12月４日 20,000 非上場・非登録 

２ 【継続開示会社たる当該会社に関する事項】
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独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構について 

機構は、高速道路に係る道路資産の保有並びに当社、首都高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速

道路㈱、阪神高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱(以下、これらの株式会社を総称して、又は文脈に

よりそのいずれかを「高速道路会社」といいます。)に対するかかる資産の貸付け、承継債務及びその他

の高速道路の新設、改築等に係る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国

民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを

目的として、平成17年10月１日に設立された独立行政法人です。 

  
平成24年３月31日現在の機構の概要は下記のとおりであります。 

① 名称        独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

② 設立根拠法     独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法 

③ 主たる事務所の所在地 

                    東京都港区西新橋二丁目８番６号 

                    子会社及び関連会社はありません。 

④ 役員              機構法第７条第１項の規定により、機構には、役員としてその長である 

                         理事長及び監事２人を置くとされており、いずれも、国土交通大臣により 

                         任命されます。 

                           また、同条第２項の規定により、役員として理事３人以内を置くことが 

                         できるとされており、平成24年３月31日現在、３名が任命されておりま 

                         す。理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して機構の業務 

                         を掌理しております。なお、理事長の任期は４年、理事及び監事の任期は 

                         ２年であります。 

⑤ 資本金及び資本構成 

 平成24年３月31日現在の機構の資本金及び資本構成は下記のとおりであり、

資本金は、その全額を国(国土交通大臣及び財務大臣)及び関係地方公共団体が

出資しております。 
 

  

 機構の財務諸表は、独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)(以下「通則

法」といいます。)、機構法、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基

準注解等に基づき作成されます。 

  機構の財務諸表は、金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第193条の２第１

項の規定に基づく監査証明を受けておりませんが、毎事業年度、国土交通大臣

３ 【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】

Ⅰ 資本金 5,255,124百万円

政府出資金 3,884,479百万円

    地方公共団体出資金 1,370,645百万円

Ⅱ 資本剰余金 844,982百万円

    資本剰余金 70百万円

    日本道路公団等民営化関係法施行法 
    第15条による積立金 850,932百万円

  損益外除売却差額相当額 
 

△29百万円

  損益外減価償却累計額 △3,929百万円

    損益外減損損失累計額 △2,061百万円

Ⅲ 利益剰余金 2,445,282百万円

純資産合計 8,545,389百万円
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の承認を受ける必要があります(通則法第38条)。また、その監査については、

機構の監事(通則法第19条第４項)及び会計監査人(通則法第39条)により実施さ

れるもののほか、会計検査院法(昭和22年法律第73号)第22条第５号の規定に基

づき、会計検査院によっても実施されます。 

⑥ 事業の内容 

       (a) 目的     高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行 

                       うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会 

                       社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援すること 

       (b) 業務の範囲 (ⅰ)高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け 

                       (ⅱ)承継債務の返済(返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。) 

                       (ⅲ)協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧 

                           に要する費用に充てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済 

                           (返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。) 

                       (ⅳ)政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、首 

                           都高速道路㈱又は阪神高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道 

                           路の新設又は改築に要する費用の一部の無利子貸付け 

                       (ⅴ)国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路 

                           の災害復旧に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

                       (ⅵ)政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、首都高 

                           速道路㈱又は阪神高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の 

                           新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てる資金の一部の無利 

                           子貸付け 

                       (ⅶ)高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その 

                           他の管理に要する費用の縮減を助長するための必要な助成 

                       (ⅷ)高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う 

                           場合において、特措法に基づき当該高速道路について行うその道路管理 

              者の権限の代行その他の業務 

                       (ⅸ)本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置 

                           法に規定する業務 

                       (ⅹ)本州と四国を連絡する鉄道施設の管理 

                       (xi)(ⅹ)の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務 

(c) 事業にかかる関係法令 

                         機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりであります。 

                       (ⅰ)機構法 

                       (ⅱ)独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令(平成17年政令 

                           第202号) 

                       (ⅲ)独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令(平成17年 

                           国土交通省令第64号) 

                       (ⅳ)通則法 

                       (ⅴ)日本道路公団等民営化関係法施行法(平成16年法律第102号) 

                       (ⅵ)高速道路株式会社法(平成16年法律第99号) 

  

なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより機構法施行日(平

成17年10月１日)から起算して45年を経過する日までに解散すること、また同条第２項により、高速道路

勘定において解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日において少なくとも資本金に相当する額

を残余財産としなければならない旨が規定されております。また、日本道路公団等民営化関係法施行法

(平成16年法律第102号)附則第２条においては、同法施行後10年以内に、政府が日本道路公団等民営化関

係法の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨が定められておりま

す。 
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第３ 【指数等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成24年12月19日

東日本高速道路株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東日本高速道路株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につ

いて中間監査を行った。 

  
中間連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基

準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連

結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理

的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めて

いる。 

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討

する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 大 下 内    徹  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 打   越      隆  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 近  藤  浩  明  ㊞ 
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中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東日本高速道路株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成24年12月19日

東日本高速道路株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東日本高速道路株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第８期事業年度

の中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を

行った。 

  
中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 大 下 内    徹  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 打   越    隆  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 近  藤  浩  明  ㊞ 
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中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東日本高速道路株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 

(注) １．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し 

ております。 

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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